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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社は、2026年２月20日付「当社の主要取引先（ジー・プラン）との取引の状況について」及び2026年４月14日付

「2026年２月期決算発表の延期に関するお知らせ」にて開示しておりますとおり、当社の主要取引先であるジー・プラ

ン株式会社との取引の適正性について、外部専門家（弁護士及び公認会計士）による事実関係の確認及び調査を実施し

てまいりました。

その後、当社は、2026年５月７日付「特別調査委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」のとおり、特別調査委員

会より調査報告書を受領し、2026年５月８日付「特別調査委員会の調査報告書（公表版）の公表及び今後の対応に関す

るお知らせ」にて、当該調査報告書の公表版を公表いたしました。

特別調査委員会による調査の結果、当社とジー・プラン株式会社との取引については、当社担当者が外部者と共謀し

て不適切な取引を行った事実はなく、また、当社担当者に不適切取引であることの認識があったとは認められないこと

が確認されました。

一方で、当社は、ジー・プラン株式会社に関連する取引について、マーケティングDX事業の仲介取引として売上高を

計上しておりましたが、特別調査委員会の調査結果を踏まえ、当該取引に係る売上高を取り消し、営業外収益として計

上することといたしました。

これに伴い、2025年10月15日に提出いたしました第18期中（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）半期報告書

の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、金融商品取引法第24条の５第５項の規定

に基づき、半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

なお、訂正後の半期報告書財務諸表については、ESネクスト有限責任監査法人による期中レビューを受けており、そ

の期中レビュー報告書を添付しております。

 

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

　１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

　１　事業等のリスク

　２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　３　経営上の重要な契約等

第４　経理の状況

　１　中間財務諸表

　（１）　中間貸借対照表

　（２）　中間損益計算書

　（３）　中間キャッシュ・フロー計算書

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

中間会計期間
第18期

中間会計期間
第17期

会計期間
自　2024年３月１日
至　2024年８月31日

自　2025年３月１日
至　2025年８月31日

自　2024年３月１日
至　2025年２月28日

売上高 （千円） 1,614,141 1,554,915 3,071,001

経常利益又は経常損失(△) （千円） △113,562 192,237 282,218

当期純利益又は中間純損失(△) （千円） △136,808 △50,767 119,383

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 157,839 50,000 157,839

発行済株式総数 （株） 2,300,800 2,300,800 2,300,800

純資産額 （千円） 130,038 315,906 386,230

総資産額 （千円） 1,682,249 1,961,350 1,793,704

１株当たり当期純利益又は１株当

たり中間純損失(△)
（円） △59.46 △22.07 51.89

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
（円） － － 46.81

１株当たり配当額 （円） － 2.00 6.50

自己資本比率 （％） 7.7 16.1 21.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △243,782 120,543 238,083

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △131,078 △197,706 △264,408

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △5,522 120,050 △47,050

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 831,930 1,181,825 1,138,938

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、2024年３月16日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第17期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失(△)及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益を算定しております。

４．第17期中間会計期間及び第18期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり

中間純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであり

ます。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であ

ります。

ただし、将来の業績や財政状態に与えうるリスクや不確実性は、これらに限定されるものではありません。なお、

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

継続企業の前提に関する重要事象等について

 

第２　事業の状況のうち、２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析の（6）優

先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に記載の通り、ジー・プラン株式会社（以下「GP社」という。）が主導し

た架空循環取引（以下「本件GP取引」）により、会社の財務諸表上、本件GP取引に対応する売上高が過年度より過大

に計上されていた事実が判明いたしました。

特別調査委員会の調査報告書を受けて、当社が本件GP取引に関する修正処理を実施した結果、当社の財務諸表は、

過年度より継続して営業損失を計上している状態でした。また、GP社との取引関係を喪失したことにより、当社は、

当中間会計期間において、営業損失158,714千円及び営業キャッシュ・フロー120,543千円を計上しています。これら

の状況を踏まえ、当社は、当事業年度末において継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存

在していると認識いたしました。

当該状況を解消するための対応策として、当社は、マーケティングⅮⅩ事業における収益性の維持や、販売活動の

効率化等による費用削減に取り組んでまいります。当中間会計期間の現金及び現金同等物1,181,825千円を考慮する

と、当中間会計期間の翌日から12ヶ月間の資金繰りに重要な懸念がないことから、当社は、継続企業の前提に関する

重要な不確実性は認められないと判断しております。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１）経営成績の状況

当社の主たる事業領域である国内インターネット広告市場は、前年比110.2％の市場規模となっています。（出

典：株式会社電通「2024年　日本の広告費」）

このような環境のもと、当中間会計期間において当社では、主力事業であるマーケティングＤＸ事業を中心に提

供サービスの品質向上に取り組むとともに、顧客ニーズに合致した最適なサービス提案を可能とする営業体制を整

備し、新規顧客の獲得とともに提供サービスのクロスセルやアップセルの促進による既存顧客との取引拡大に注力

してまいりました。

以上の結果、当中間会計期間の経営成績は、売上高1,554,915千円（前年同期比3.7％減）、営業損失158,714千

円（前年同期は109,153千円の営業損失）、経常利益192,237千円（前年同期は113,562千円の経常損失）、中間純

損失50,767千円（前年同期は136,808千円の中間純損失）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

＜マーケティングＤＸ事業＞

マーケティングＤＸ事業は、運用型広告を中心とするプロモーション手法を通じ、広告効果向上のための課題抽

出、広告の運用までを一貫して実施しております。既存顧客からの受注増及び新規顧客の獲得もあり堅調に推移い

たしました。

この結果、売上高は1,374,412千円（前年同期比9.5％減）、セグメント利益は120,555千円（前年同期比18.4％

減）となりました。

 

＜不動産ＤＸ事業＞

不動産ＤＸ事業は、ＤＸで解体業界に新たな価値を届けるべく「解体の窓口」「解体エージェント」「外壁塗装

エージェント」を運営しております。ユーザー申込累計件数が60,000件を突破し、認知度が高まっている状況で

す。

この結果、売上高は180,502千円（前年同期比87.5％増）、セグメント利益は1,705千円（前年同期比76.9％減）

となりました。

 

(２）財政状態に関する説明
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当中間会計期間末における財政状態は、次のとおりであります。

 

（資産）

当中間会計期間末における資産合計は1,961,350千円となり、前事業年度末に比べ167,645千円増加いたしまし

た。これは主として、現金及び預金が246,039千円減少したものの、売掛金が51,116千円、預け金が288,926千円、

暗号資産が95,960千円増加したことによります。

 

（負債）

当中間会計期間末における負債合計は1,645,444千円となり、前事業年度末に比べ237,970千円増加いたしまし

た。これは主として、買掛金が33,496千円、未払法人税等が41,262千円、長期借入金が135,005千円増加したこと

によります。

 

（純資産）

当中間会計期間末における純資産合計は315,906千円となり、前事業年度末に比べ70,324千円減少いたしまし

た。これは利益剰余金が配当によって19,556千円、中間純損失によって50,767千円減少したことによります。

 

(３）キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて42,887千円増

加し、1,181,825千円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであり

ます。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は120,543千円（前年同期は251,104千円の支出）となりました。これは主な増加

要因として、減損損失の計上182,510千円、仕入債務の増加額40,243千円があった一方で、減少要因として売上債

権の増加額51,116千円等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出した資金は197,706千円（前年同期は123,756千円の支出）となりました。これは主とし

て、暗号資産の売却による収入490,369千円があった一方で、事業譲受による支出180,000千円、暗号資産の取得に

よる支出505,669千円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、獲得した資金は120,050千円（前年同期は5,522千円の支出）となりました。これは主として、

長期借入れによる収入421,630千円があった一方で、長期借入金の返済による支出286,625千円、配当金の支払額

14,954千円によるものであります。

 

(４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(５）経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

第２　事業の状況　１　事業等のリスク　（継続企業の前提に関する重要事象等）に記載のとおり当中間会計期

間末において、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。このような状況を解消

または改善するために、「１ 事業等のリスク」に記載の損益及び財務面の改善に取り組んでおります。

 

(７）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

(1）事業の譲受

　当社は、2025年３月18日開催の取締役会において、Dad株式会社のLISMA事業の譲受を決議し、同日付で事業譲渡

契約を締結いたしました。また、当該契約に基づき、2025年３月31日に事業を譲受いたしました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　中間財務諸表　注記事項　（企業結合等関係）」に記載しております。
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(2）事業の譲受

　当社は、2025年３月25日開催の取締役会において、株式会社デジタルプラスのデジタルマーケティング支援事業

の譲受を決議し、同日付で事業譲渡契約を締結いたしました。また、当該契約に基づき、2025年４月１日に事業を

譲受いたしました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　中間財務諸表　注記事項　（企業結合等関係）」に記載しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（2025年８月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年10月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,300,800 2,300,800
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

であり、単元株式数100株で

あります。

計 2,300,800 2,300,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
 (千円）

2024年３月16日 (注)１ 1,150,400 2,300,800 － 157,839 － 123,839

2025年７月10日 (注)２ － － △107,839 50,000 － 123,839

（注）１．株式分割（１：２）によるものであります。

２．2025年５月28日開催の第17回定時株主総会決議により、今後の資本政策の機動性を確保することを目的として

会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金107,839千円を減少し、その全額をその他資本剰余金へ振り替え

たものであります。(資本金減資割合68.3％)
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（５）【大株主の状況】

  2025年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

合同会社ひまわり 東京都小金井市中町３丁目１８－１３ 1,300,000 56.50

新谷　晃人 東京都小金井市 114,800 4.98

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG (FE－AC)

(常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

(東京都千代田区丸の内１丁目４番５号)

36,926 1.60

西田　憲司 東京都渋谷区 34,160 1.48

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番２１号 25,600 1.11

かっこ株式会社 東京都港区元赤坂１丁目５－３１ 22,800 0.99

野村證券株式会社

（常任代理人　株式会社三井住友銀

行）

東京都中央区日本橋１丁目１３－１

(東京都千代田区丸の内１丁目１番２号)
21,600 0.93

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN （CASHPB）

(常任代理人　野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE, LONDON，EC4R 3AB，

UNITED KINGDOM

（東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

20,400 0.88

豊野　桂太 東京都江東区 18,240 0.79

MORGAN STANLEY ＆ CO．LLC

Matthew Berke

(常任代理人　モルガン・スタン

レーＭＵＦＧ証券株式会社)

1585 Broadway New York，New York

10036，U.S.A

(東京都千代田区大手町１丁目９番７号)

17,900 0.77

計 － 1,612,426 70.08

(注) 発行済株式(自己株式を除く。)の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しており
ます。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2025年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,298,500 22,985

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 2,300 － －

発行済株式総数  2,300,800 － －

総株主の議決権  － 22,985 －

 

 

②【自己株式等】

    2025年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称

所有者の住所 自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）当社は、単元未満の自己株式74株を保有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年３月１日から2025年８月31日

まで）に係る中間財務諸表について、ESネクスト有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき、半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後

の中間財務諸表については、ESネクスト有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年２月28日）
当中間会計期間
（2025年８月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,138,938 892,899

売掛金 358,667 409,784

前渡金 25,742 21,001

前払費用 25,783 28,950

預け金 － 288,926

暗号資産 － 95,960

その他 20,054 －

貸倒引当金 △955 △1,541

流動資産合計 1,568,231 1,735,981

固定資産   

有形固定資産 － －

投資その他の資産 225,473 225,369

固定資産合計 225,473 225,369

資産合計 1,793,704 1,961,350

負債の部   

流動負債   

買掛金 121,035 154,532

短期借入金 ※ 100,000 ※ 100,000

１年内返済予定の長期借入金 214,387 218,857

未払金 441,848 453,475

未払費用 83,377 99,402

未払法人税等 19,143 60,405

契約負債 16,347 16,180

預り金 13,178 22,229

その他 22,790 14,459

流動負債合計 1,032,108 1,139,543

固定負債   

長期借入金 375,366 505,901

固定負債合計 375,366 505,901

負債合計 1,407,474 1,645,444

純資産の部   

株主資本   

資本金 157,839 50,000

資本剰余金 123,839 231,678

利益剰余金 104,634 34,310

自己株式 △82 △82

株主資本合計 386,230 315,906

純資産合計 386,230 315,906

負債純資産合計 1,793,704 1,961,350
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（２）【中間損益計算書】

【中間会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年３月１日
至　2024年８月31日）

当中間会計期間
（自　2025年３月１日
至　2025年８月31日）

売上高 1,614,141 1,554,915

売上原価 1,225,823 1,143,390

売上総利益 388,318 411,524

販売費及び一般管理費 ※ 497,471 ※ 570,239

営業損失（△） △109,153 △158,714

営業外収益   

キャッシュバック収入 396 4,227

暗号資産売却益 － 90,362

手数料収入 － 272,031

その他 236 2,299

営業外収益合計 632 368,920

営業外費用   

支払利息 4,991 5,917

暗号資産評価損 － 9,701

その他 50 2,349

営業外費用合計 5,042 17,969

経常利益又は経常損失（△） △113,562 192,237

特別損失   

減損損失 － 182,510

特別損失合計 － 182,510

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △113,562 9,727

法人税、住民税及び事業税 23,580 60,495

法人税等調整額 △334 －

法人税等合計 23,245 60,495

中間純損失（△） △136,808 △50,767
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年３月１日
至　2024年８月31日）

当中間会計期間
（自　2025年３月１日
至　2025年８月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △113,562 9,727

減価償却費 7,337 －

手数料収入 － △272,031

減損損失 － 182,510

暗号資産売却益 － △90,362

暗号資産評価損 － 9,701

受取利息 △39 △528

支払利息 4,991 5,917

売上債権の増減額（△は増加） △48,532 △51,116

未収入金の増減額（△は増加） 22,723 20,054

仕入債務の増減額（△は減少） 27,161 40,243

未払費用の増減額（△は減少） 50,952 15,644

その他 △149,077 △28,503

小計 △198,045 △158,743

利息の受取額 39 528

利息の支払額 △4,682 △5,536

手数料収入の受取額 － 299,234

法人税等の支払額 △41,093 △14,939

営業活動によるキャッシュ・フロー △243,782 120,543

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △92,784 △2,510

事業譲受による支出 － △180,000

暗号資産の取得による支出 － △505,669

暗号資産の売却による収入 － 490,369

出資金の払込による支出 △50,000 －

敷金の回収による収入 11,602 －

その他 103 103

投資活動によるキャッシュ・フロー △131,078 △197,706

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 130,000 421,630

長期借入金の返済による支出 △121,718 △286,625

配当金の支払額 △13,804 △14,954

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,522 120,050

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △380,383 42,887

現金及び現金同等物の期首残高 1,212,314 1,138,938

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 831,930 ※ 1,181,825
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【注記事項】

（表示方法の変更）

(中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりました

「未収入金の増減額」は、金額的重要性が増したため、当中間会計期間より独立掲記しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前中間会計期間の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前中間会計期間の中間キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他」に表示していた△126,354千円は、「未収入金の増減額」22,723千円、「その他」△149,077千円とし

て組替えております。

 

（中間貸借対照表関係）

※当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締

結しております。これらの契約に基づく当事業年度末における当座貸越契約及びコミットメントライン契約に

係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2025年２月28日）
当中間会計期間
（2025年８月31日）

当座貸越極度額の総額 450,000千円 450,000千円

借入実行残高 100,000 100,000

差引額 350,000 350,000

 

（中間損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 2024年３月１日
至 2024年８月31日）

当中間会計期間
（自 2025年３月１日
至 2025年８月31日）

給料及び手当 190,752千円 235,076千円

支払手数料 71,597 100,493

支払報酬料 31,667 41,173

減価償却費 7,337 －

貸倒引当金繰入額 292 1,696
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。

 
前中間会計期間

（自　2024年３月１日
至　2024年８月31日）

当中間会計期間
（自　2025年３月１日
至　2025年８月31日）

現金及び預金勘定

預け金

831,930千円

－

892,899千円

288,926

現金及び現金同等物 831,930 1,181,825

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年３月１日　至　2024年８月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月30日
定時株主総会

普通株式 13,804 12.0 2024年２月29日 2024年５月31日 利益剰余金

（注）当社は、2024年３月16日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の事項

は、当該株式分割前の株式数を基準としております。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月28日
定時株主総会

普通株式 14,954 6.5 2025年２月28日 2025年５月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月19日
取締役会

普通株式 4,601 2.0 2025年８月31日 2025年11月12日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額は、記念配当であります。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2025年５月28日開催の第17回定時株主総会において、今後の資本政策の機動性を確保することを

目的として、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額の減少を行うことを決議し、2025年７月10

日付でその効力が発生いたしました。

発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額を107,839千円減少させ、全額をその他資本剰余金に振り替

える処理を行っております。この結果、当中間会計期間末において、資本金が50,000千円、資本剰余金が

231,678千円となっております。なお、株主資本の合計金額への影響はありません。
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（企業結合等関係）

（事業の譲受）

当社は、2025年３月18日開催の取締役会において、Dad株式会社のLISMA事業の譲受を決議し、同日付で事業譲渡

契約を締結し、2025年３月31日に当該事業の譲受を行いました。

 

１．事業譲受の概要

（１）譲受先企業の名称及び事業の内容

相手先企業の名称　　：Dad株式会社

譲り受けた事業の内容：LISMA事業（LINE公式アカウントを活用した新規売上直結型のリストマーケティン

グサービス）

 

（２）事業譲受の目的

当社は、創業以来培ってきたマーケティング支援の実績および自社での新規事業創出経験を通じて、変化の

激しい市場環境に対応可能なノウハウを有しております。これらの強みを活かし、さらなる事業成長を図るべ

く、既存事業とのシナジーが見込まれるLISMA事業の譲受けを決定し、事業譲渡契約を締結いたしました。

 

（３）事業譲受日　　2025年３月31日

 

（４）事業開始日　　2025年４月１日

 

（５）事業譲受の法的形式　　現金を対価とする事業譲受

 

２．中間損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

2025年４月１日から2025年８月31日まで

 

３．取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金　　　40,000千円

取得原価 40,000千円

（注）当該取得価額に加えて、当該事業から発生した売上総利益が一定水準を超えた場合、条件付取得対価（以

下、アーンアウト対価）を相手先に支払う条項を締結しております。アーンアウト対価は、相手先に追加

的に支払われる対価であり、譲渡日から２年間（2025年４月１日から2027年３月31日まで）における当該

事業から発生した売上総利益が一定水準を超えた場合、60,000千円の支払いが行われる可能性がありま

す。

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額　　40,000千円

 

（２）発生原因　　今後の事業展開から期待される将来の超過収益力によるものです。

 

（３）償却方法及び償却期間　　６年間にわたる均等償却
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（事業の譲受）

当社は、2025年３月25日開催の取締役会において、株式会社デジタルプラスのデジタルマーケティング支援事業

の譲受を決議し、同日付で事業譲渡契約を締結し、2025年４月１日に当該事業の譲受を行いました。

 

１．事業譲受の概要

（１）譲受先企業の名称及び事業の内容

相手先企業の名称　　：株式会社デジタルプラス

譲り受けた事業の内容：デジタルマーケティング支援事業

 

（２）事業譲受の目的

当社は、創業以来培ってきたマーケティング支援の実績および自社での新規事業創出経験を通じて、変化の

激しい市場環境に対応可能なノウハウを有しております。これらの強みを活かし、さらなる事業成長を図るべ

く、既存事業とのシナジーが見込まれるデジタルマーケティング支援事業の譲受けを決定し、事業譲渡契約を

締結いたしました。

 

（３）事業譲受日　　2025年４月１日

 

（４）事業開始日　　2025年４月１日

 

（５）事業譲受の法的形式　　現金を対価とする事業譲受

 

２．中間損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

2025年４月１日から2025年８月31日まで

 

３．取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金　　　140,000千円

取得原価 140,000千円

（注）当該取得価額に加えて、当該事業から発生した売上総利益が一定水準を超えた場合、条件付取得対価（以

下、アーンアウト対価）を相手先に支払う条項を締結しております。アーンアウト対価は、相手先に追加

的に支払われる対価であり、譲渡日から１年間（2025年４月１日から2026年３月31日まで）における当該

事業から発生した売上総利益が一定水準を超えた場合、20,000千円の支払いが行われる可能性がありま

す。

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額　　140,000千円

 

（２）発生原因　　今後の事業展開から期待される将来の超過収益力によるものです。

 

（３）償却方法及び償却期間　　７年間にわたる均等償却
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年３月１日　至　2024年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間損益
計算書計上額
（注）２ 

マーケティ
ングDX事業

不動産DX事業 計

売上高      

一時点で移転される財又は

サービス
1,517,890 96,251 1,614,141 － 1,614,141

一定期間にわたり移転される

財又はサービス
－ － － － －

顧客との契約から生じる収益 1,517,890 96,251 1,614,141 － 1,614,141

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,517,890 96,251 1,614,141 － 1,614,141

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 1,517,890 96,251 1,614,141 － 1,614,141

セグメント利益又は損失（△） 147,819 7,378 155,198 △264,351 △109,153

（注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△264,351千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益又は損失（△）は、中間損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間損益
計算書計上額
（注）２ 

マーケティ
ングDX事業

不動産DX事業 計

売上高      

一時点で移転される財又は

サービス
1,374,412  180,502 1,554,915 － 1,554,915

一定期間にわたり移転される

財又はサービス
－ － － － －

顧客との契約から生じる収益 1,374,412  180,502 1,554,915 － 1,554,915

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,374,412 180,502 1,554,915 － 1,554,915

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 1,374,412 180,502 1,554,915 － 1,554,915

セグメント利益又は損失（△） 120,555 1,705 122,261 △280,975 △158,714

（注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△280,975千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益又は損失（△）は、中間損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（減損損失）

    （単位：千円）

項目

報告セグメント

調整額（注）
財務諸表

計上額
マーケティング

DX事業
不動産DX事業 計

減損損失 180,722 585 181,307 1,202 182,510

（注）「調整額」は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減損損失であります。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2024年３月１日
至　2024年８月31日）

当中間会計期間
（自　2025年３月１日
至　2025年８月31日）

１株当たり中間純損失(△) △59円46銭 △22円07銭

（算定上の基礎）   

中間純損失(△)（千円） △136,808 △50,767

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純損失(△)（千円） △136,808 △50,767

普通株式の期中平均株式数（株） 2,300,726 2,300,726

（注）１．当社は、2024年３月16日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前事業年度
の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間純損失(△)を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失
であるため記載しておりません。

 

２【その他】

2025年８月19日開催の取締役会において、第18期中間配当（記念配当）に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）中間配当による配当金の総額　　　　　 　   4,601千円

（２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 ２円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　2025年11月12日

（注）2025年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書 

 

2026年５月29日

バリュークリエーション株式会社

取締役会　御中

 

ESネクスト有限責任監査法人

 

東京都千代田区
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥 川　剛 志

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海 野　直 人

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているバリュークリ

エーション株式会社の2025年３月１日から2026年２月28日までの第18期事業年度の訂正後の中間会計期間（2025年３月１

日から2025年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、バリュークリエーション株式会社の2025年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

その他の事項

半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、中間財務諸表を訂正している。なお、当監査法

人は、訂正前の中間財務諸表に対して2025年10月15日に期中レビュー報告書を提出しているが、当該訂正に伴い、訂正後

の中間財務諸表に対して本期中レビュー報告書を提出する。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら
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れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

 
  
　（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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